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外国籍児童と異文化間教育 ― 愛知県を中心に ―

安達　理恵
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要約：近年急激に外国籍児童生徒が増えてきたが，特に愛知県での増加は顕著となっていることもあり，学
習支援が十分対応ができているとは言い難い。また外国籍の児童生徒には，日本語教育だけでなく，進学な
ど将来を考えると多様な支援が必要となるが，支援体制が追い付いてない現状が見られる。学習支援が乏し
くなりがちな状況にある外国籍児童生徒の学びの背景と，彼らを取り巻く教育について主に愛知県を中心
に，どのような支援体制や教育的な施策が望ましいか考える。
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１．はじめに

　文部科学省（2022a）によると，公立学校に在籍
している外国籍児童生徒数は，リーマンショック後
わずかに減少したものの，増加し続けており，令和
３年（2021年）５月現在で11万4,800人を超えてい
る。また「日本語指導が必要な外国籍の児童生徒
数」も過去最高の４万７千人超となっている。同時
に「日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒数」は
10,726人でやはり前回調査より増加している。日本
語指導が必要な母語別割合では，ポルトガル語，中
国語，フィリピノ語，スペイン語の順となってお
り，これらの児童生徒は，全国各地の学校に在籍し
ており，学校数は8,400校以上となっている。
　都道府県別に日本語指導が必要な外国籍の児童生
徒の在籍人数で見ると（文部科学省，2022a），愛知
県は10,749人で突出して多く，２番目の神奈川県の
5,261人の倍以上になっている。外国籍の子どもた
ち等を受け入れる地域や学校では，受入れ体制の整
備や日本語指導の充実など多くの取組を行ってき
た。しかし愛知県の場合，近年の増加は目覚ましく

（表１・図１参照），支援が十分でない現状がある。
これは，県内の外国人住民数の増加（愛知県，

2022b）と一致しており，2008年のリーマンショッ
クによって増加は一旦滞ったが，ここ10年間は人数
も総人口に対する割合も増えている。県内の多くの
学校では急激に外国籍児童が増えたことで対応が追
い付いていない面もあろう。但し外国籍の保護者に
は，その子供に日本の教育を受けさせる義務はない
ため，外国籍の子供すべてが日本の学校に在籍して
はいない。例えば，愛知県の場合，23の外国人学校
があり（愛知県，2022a），このうち半分以上の12校
はブラジル人学校となっている。保護者は母語教育
を受けさせるため外国人学校を選択しても，経済状
態によりブラジル人学校から日本の公立小中学校に
転校することもある。また，文部科学省（2022a）
が示す通り，日本語指導を必要とする日本国籍の児
童生徒も増えている。加えて，在籍人数は学校によ
り異なる，母語も様々であるなど，これら児童生徒
の状況は多様化している。
　本稿では，多様な学習環境にある外国籍の子ども
たちの学びを中心に，彼らを取り巻く教育環境や日
本の学校での異文化にまつわる教育に焦点を当て，
愛知県を中心に教育改善や教育政策のあり方を考え
たい。
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　加えて愛知県（2019a）によると，日本語教育適
応学級担当教員の他に，各教育事務所から非常勤の
多言語（ポルトガル語４名，スペイン語４名，フィ
リピノ語３名）に対応する語学相談員を派遣してお
り，学習支援や母語指導，教育相談，保護者との通
訳や連絡など多岐にわたる支援を行っている。また
教員向けにも外国人児童生徒教育講座を2002年から
毎年実施しており，さらに近年は学習を支援するた
めの ICT 機器も導入している。これらは，小学校
学習指導要領（文部科学省，2017）の総則第４の２ 
特別な配慮を必要とする児童への指導の中で，日本
語の習得に困難のある児童生徒への指導を明記した
ことからも明らかになっている＊２。
　このように，近年の外国籍児童の急激な増加によ
り，愛知県の支援も次第に拡充されているようには
なってきたが，次節で述べるように未だ多様な課題
も多い。

３．外国籍児童の学習における課題

3-1　学習支援の不足
　外国籍児童の課題としては，まず，学習支援が足
りない，という点である。「特別の教育課程」の日
本語指導の現状（文部科学省，2021）によると，一
人一人に合わせた「個別の指導計画」の作成により
学習効果は高くなると考えられるものの，個別指導

２．外国籍児童の教育状況

　外国籍児童に対応する学習支援には，①放課後や
長期休暇などに指導をする補充学習，②難しい教科
では別の教室で日本語学習を中心に行う取り出し指
導， ③バイリンガル相談員や国際教室担当教員が教
室に入って支援する在籍学級で指導する入り込みな
どがあるが，2014年に「特別の教育課程」制度が導
入（文部科学省，2014a）されて以来，より目標と
すべき指導・支援体制が明確化した。この制度で
は，外国籍児童の教育を受ける機会を確保し，教員
免許を有する日本語指導担当教員などが取り出し指
導を中心に，個別の指導を計画して実施することに
なっている。
　例えば，愛知県（2019a）では，学習初期段階で
は，日本語初期指導教室として主に日常の学校生活
を送るための日本語指導を２～３か月行い，その
後，日常会話は可能でも日本語指導が必要な場合
に，取り出し学習支援を日本語教育適応学級担当教
員が在籍の空き教室で行うとしている。一般に，文
部科学省（2020）によると，国による日本語指導担
当教員の加配は，18人に１人となっているが，上記
愛知県によると，１つの小学校に対象児童生徒が10
人以上いる場合は，20人毎に１人の教員を追加で配
置し，10人以上いない場合も，市町村全体で10人以
上いれば教員１人を配置している＊１。

表１．�愛知県の在籍外国籍児童・生徒
の人数の推移

年度 小学校 中学校

2008 6,483 2,493
2009 6,338 2,628
2010 5,952 2,768
2011 5,852 2,780
2012 5,885 3,066
2013 6,069 2,980
2014 6,337 2,981
2015 6,676 2,906
2016 7,327 3,211
2017 8,023 3,502
2018 8,758 3,755
2019 9,562 4,129
2020 10,307 4,416
2021 10,727 4,631

※愛知県(2022c)より作成

図１．愛知県の在籍外国籍児童・生徒の人数の推移
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いるとは言い難い。次節では，愛知県の外国籍児童
生徒の学習支援の課題について，さらに詳細に見て
いく。

3-2　高校進学
　将来のキャリアを考えると，高校進学は必要であ
りそれには基礎的な日本語力だけでなく，各教科に
ついても十分理解する学力が重要となる。文部科学
省（2022a）の「12．日本語指導が必要な中学生等
の進路状況」によると，全中学生等の進学率は
99.2％なのに対し，日本語指導が必要な中学生等は
89.9％と10％ほど低い。また同「13．日本語指導が
必要な高校生等の中退・進路状況」によると，全高
校生等の中退率は1.3％に対し，日本語指導が必要
な高校生等は9.6％と７倍以上高い。また同参考の

「① -1．都道府県別 日本語指導が必要な外国籍の児
童生徒の学校種別在籍状況」を見ると，例えば，愛
知県の場合，小学校の在籍人数が7,169人に対し，
中学では2,826人，高校は674人と，高等教育になる
ほど減少傾向にあることが分かる。一方，神奈川県
の場合は＊３，小学校が3,558人に対し，中学では
1,066人，高校は614人となっている。中学校に対す
る高校の生徒数の割合は，愛知県では24％だが，神
奈川県は60％，東京都は90％となっている＊４（表
２・図２参照）。外国籍生徒の進学率の全国平均は
89.9％であるため，愛知県は極端に少ないと言える。
　愛知県（2022c）によると，令和３年度の外国人
児童生徒全体の人数は，小学校10,727人，中学校
4,631人，高校1,455人と，やはり高校への入学者は
かなり少なくなっている。最も，14年前の平成20年
の外国人児童生徒数は，小学校6,483人，中学校
2,493人，高校625人となっているため，その時より
は小学校に対する高校の生徒数の割合は，9.6％か
ら13.6％になっており，改善していると推測できる

（表２参照）。
　では高校への進学支援を比べてみる。愛知県

（2019b）では，外国人のこどもや保護者に進路に
関する情報を提供することを目的に，進路開拓・進
路応援ガイドブックを５言語で作成している。しか
し，内容はキャリア教育に近く，進路について考え
るための情報や一般的な高校入試の説明が中心に

計画に基づき日本語指導を受けている児童生徒の割
合は，外国籍は60.8％，日本国籍は57.3％となって
いる。これらの数値は2014年に比べ2018年で倍増し
ている一方，特別な指導を受けていない外国籍およ
び日本国籍の児童生徒も20％以上いることが明らか
になっている。愛知県（2019a）の場合，日本語教
育が必要な外国人児童生徒数9100人に対し，県独自
の加配分も含め日本語教育適応学級担当の配置人数
は602名となっており，単純計算すれば15人以上の
児童生徒に対し，教員一人となる。
　文部科学省（2014b）によれば，「特別の教育課
程」による日本語指導の目的は，「児童生徒が日本
語を用いて学校生活を営むとともに，学習に取り組
むことができるようにすること」（下線は筆者）と
なっている。つまり，児童生徒一人一人に対し

「JSL カリキュラム」（日本語と教科内容を学ぶため
の文部科学省開発のカリキュラム）に基づいて，日
本語指導計画の作成 ･ 評価を実施することになって
いる。しかしながら，日本の学校に適応させるだけ
でなく，個別の教科の学びまで自律してできるよう
に支援するには，15人に１人の教員では難しく，実
際，県内すべての学校で個別の指導がされているわ
けではない。
　また，外国籍児童の日本語能力がどう評価されて
いるかを見てみると，文部科学省（2022a）の「10．
日本語指導が必要な児童生徒等の判断基準等につい
て」では，DLA（教科学習に困難を感じている児童
生徒を対象とした対話型の評価方法）や類似の日本
語能力で判定している小学校は15％にすぎず，60％
は児童の学校生活や学習の様子から判断し，20％は
来日してからの期間を対象基準としている。さらに，
学習内容については，「11．日本語指導が必要な児
童生徒に対する日本語指導の内容等」によると，日
本語基礎が最も多く，教科の補習も次に多いものの，
JSL カリキュラムによる日本語と教科の統合学習の
実施は，およそ20％強のみである。また，「特別の教
育課程」による指導を実施していない場合の理由に
は，「日本語と教科の統合的指導を行う担当教員が
いない」が最も多い。したがって，このような結果
からも「JSL カリキュラムに則った特別の教育課程」
による個々の児童に対する日本語指導は十分整って
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ず全10言語による「公立高校入学のためのガイド
ブック」では，高校の種類，受検までに必要なこ
と，準備する資料の書き方，入学後の授業料などの
情報が記載されている。また一般募集とは異なる特
別募集では，問題文にルビ付きの学力検査が全日制
16校と定時制４校で実施されている。また一般募集
では，すべての公立高校において，海外から移住し
てきて６年以内の生徒であれば，①問題文にルビ付
き，②学力検査時間の延長（最長1.5倍），③面接な
どで分かりやすい言葉でゆっくり話す，などの受検
方法が示されている。
　さらに神奈川県の場合は高校入学後も，県内の県
立高校・市立高校26校（神奈川県立高校24校，横浜
市立高校１校，川崎市立高校１校）に，36名の多文
化教育コーディネーターを派遣している（認定
NPO 法人多文化共生教育ネットワークかながわ，
2022）。支援内容は，高校入学後の授業や放課後補
習などでの教科や日本語の学習支援も行っており，
加えて高校でのこれら生徒への支援や成果や課題を

なっている。なお，「外国人生徒及中国帰国生徒等
にかかる入学者選抜」対象（原則小学４年生以上の
学年に編入学した生徒）には，問題文にルビふり実
施の県立高校が４校あることが示されている。
　また愛知県（2019a）では，外国人生徒等への入
試の配慮として，特別な入学者選抜を県立高等学校
９校で，2020年度は11校で行っている。具体的な配
慮として，国語，数学及び外国語（英語）では基礎
的な内容を扱い，問題の漢字にはルビを振り，面接
は個人面接をしている。この結果，2019年度入試で
は志願者数42名に対し，合格者30名であった。ま
た，定時制課程前期選抜でも同様にルビ振りなどの
配慮が行われており，申請者数146名対し，合格者
数113名であった。ただし，表２の外国籍生徒数か
らもわかるように，愛知県の中学には2021年は4,500
人超の外国籍児童生徒が在籍していることを考慮す
ると，この枠組みでは，進学支援や受入体制が十分
とは言えないと考えられる。
　一方，神奈川県（神奈川県，2022b）の場合，ま

図２．�日本語指導が必要な外国籍児童・生徒（愛知・神奈川・東京）
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表２．県別の在籍外国籍児童・生徒の人数の推移
日本語指導が

必要：
日本語指導が

必要：
日本語指導が

必要：
2008 2021 2005 2020 愛知2021 神奈川2021 東京2021

小学校 6,483 10,727 4,001 6,736 7,169 3,558 2,055
中学校 2,493 4,631 1,739 2,549 2,826 1,066 797
高校 625 1,455 データなし 1,604 674 614 718

0.24 0.58 0.90

外国籍児童生徒数
愛知県

外国籍児童生徒数
神奈川県

※文部科学省(2022a), 愛知県(2022c), 神奈川県(2022a), 外国人生徒・中国帰国生徒等の高校入試を応援する有志の会(2022)を元に作成

高校／中学校の
生徒数の割合
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　それに対し，複数回の会議を経て，2020年度には
「あいち地域日本語教育推進センター」（愛知県多文
化共生推進室，2022）が設置されることになった。
しかし，その内容を見ると，やはり課題があると考
えられる。まず地域日本語教育という名の通り，①
地域主体，すなわち市町村が主体となって日本語教
室の設置・運営を行う，としている点である。当然
ながら自治体によって，外国籍住人および児童生徒
数は大きく異なる上，財政状況も異なる。自治体任
せでは，財源は乏しい一方で外国籍住民の人数が多
い場合，支援が非常に限定されたものとなってしま
う。実際に同資料のスライド13枚目によると，日本
語教育を成人及び子どもを対象に実施しているのは
県内で19市町にすぎず，一切していないところも９
市町ある。
　次に②初期日本語教育モデル事業も課題であろ
う。初期日本語教育をそれぞれの地域で，幅広く住
民を対象に実施するのは良い面もある。しかし，「ご
く身近で基本的な日本語でのコミュニケーションが
できる」ことを目的とするため，外国籍児童生徒の
教科も含めた学習支援にはあまり効果がない。同様
に大人を対象とする支援も，就職活動を視野に入れ
るのであれば，より高度な日本語力が必要となろう。

明らかにするため，入学後の詳細な調査も行ってい
る。
　このように，愛知県と比べて神奈川県では，高校
への受験準備から進学後まで，かなり手厚い進学の
ための支援体制が整っており，それが，外国籍の高
校生の増加につながっていると推測できる。

3-3　愛知県日本語教育事業における課題
　愛知県（2021）によると，2015年以来，「地域の
外国人に係わる様々な立場の方々が一堂に会して外
国人の日本語教育について話し合う会議」として

「あいち外国人の日本語教育推進会議」が設立，「こ
ども部会」と「おとな部会」に分かれて議論されて
きた。議事録をみると，外国籍児童生徒に関わって
いる会議委員などから，さまざまな学習支援・進学
上の課題が報告されている。
　例えば，2015年開催の第１回こども部会配布資料の
中の「事前に送付したテーマ資料」（愛知県，2021）
によると，・加配教員は必ずしも（外国籍児童生徒
の）語学が堪能ではない，・語学相談員の派遣があっ
ても１月に１回程度，・頻繁な転職や母国との行き
来で子どもが学習についていけない，など多様な課
題が挙げられている（表３参照）。

表３．外国籍児童生徒の学習にまつわる課題の原因と状況と解決策

１ 小中学校における初期指導についての課題について
２ 就職支援につい
て

原因

 海外から来て間も
ない／経済的な理
由によりブラジル
人学校から公立学
校に来た

加配教員は必ずし
も（外国籍児童生
徒の）語学が堪能
ではない

外国人の子どもが
散住している

語学相談員 の 派
遣 があっても 1 月
に 1 回程度

企業としてどう
いった能力を求め
ているのか学校側
では把握できてい
ない

外国人の子どもに
対する乳幼児教育
（しつけなど）が
うまくなされてい
ないことが多い

保護者は子どもの
教育，学校行事に
無関心

子どもの時に日本
に来て，頻繁な転
職や母国との行き
来で学習について
いけない，子ども
に言葉を教えるこ
とができない

状況

日本語の初期指導
がないため，内容
が全く理解できず
置き去りになって
いる。

母語も日本語も読
めない場合もある
ので支援が難しい

派遣会社を通じて
就職試験を受けた
生徒の中には適性
検査として知能テ
ストのような形式
の試験が課された
ケースもある

外国にルーツを持
つ 乳幼児教育につ
いてはまだ目が向
けられていない

小学校を出ていな
いためダブルリミ
テッド（母語も日
本語も読み書きが
不自由）のまま親
になっているケー
スも

解決策

日本語のわからな
い子どもに簡単な
語りかけ（指示）
ができるような素
材があると良い

初期指導（日本語
と外国語）のでき
るスタッフチーム
を必要な時に 2-3
時間の指導を週に
2 回程度 1 か月間
位集中的に派遣し
てもらう

企業がどのような
能力（日本語能力
も含め）を求めて
いるか知ることが
できれば，指導の
仕方もわかる

３小学校への早期適応（プレスクール）
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れる外国人の子供の数を計算する＊５と，10,046人と
なり，さらに転居や出国予定を加えると13,240人に
なることを示している。このような不就学に関する
調査が行われるようになったことは評価すべきで，
また前回より不就学者の減少が見られるが，依然，
不就学の外国籍児童生徒が一定数いることは明らか
である。愛知県内の不就学の子どもは，愛知県多文
化共生推進室（2018）によると，2018年時点で2,563
人おり，それ以前から不就学者は15％程度いたこと
がいたことが示されている。これは，文部科学省

（2022b）による全国の不就学者13,240人と比較する
と，外国籍の子どもの合計人数133,210人の10％程
度であるため，愛知県の不就学率は全国平均より
1.5倍高いと言える。
　2022年現在の愛知県の不就学の外国籍児童生徒数
は公表されていないものの，表１のデータから外国
籍児童生徒数は今も増え続けていること，また文部
科学省（2022b）の「第２ 就学促進の取組」による
と，未だに住民登録手続きの際の就学に関する説明
が不十分な自治体もあり，外国人保護者も十分理解
できない可能性もあることなどから，現在も相当数
が不就学状態にあると推測される。
　さらには学校での支援体制が十分でないという理
由＊６で特別支援学級に入っている外国籍児童生徒
もいる。知的障害などがある場合に特別支援学級を
市区町村の教育委員会などから勧められる現状があ
るが，NHK（2022）と毎日新聞取材班（2020）では，
本来は知的障害のない外国籍の子どもたちが，特別
支援学級を勧められる事態が起こっていると報告し
ている。その背景には，障害があるかどうか判断す
る際に用いられる IQ 検査が日本人の子どもを対象
にしたものであるため，日本語能力が十分でない場
合には，知能が低く判断されてしまう現状があるよ
うだ。
　実際，愛知県の場合，表４から明らかなように，
静岡の次に，日本語指導が必要な外国籍の子どもの
特別支援学級在籍率が高くなっている。この背景に
は，支援学級に入るか否かは，各自治体任せの判断
になっているため，学校に学習支援体制が整ってい
ない場合は，児童生徒の日本語能力が十分ない状態
で検査を受けさせた結果として，支援学級に配置さ

　また，③組織的な課題もある。「あいち地域日本
語教育推進センター」は，多文化共生推進室内に置
かれるため，センター長は同室長となっており，実
質活動する総括コーディネーターは，常勤の臨時的
任用職員となっている。これについては，2021年度

「あいち外国人の日本語教育推進会議　議事録」（愛
知県，2021）の中で，委員の尾崎氏は以下のように
センターの運営に疑問を述べている。
　「2021年度の愛知県の予算は3,300万ぐらいで，
500万円が総括コーディネーターの費用として載っ
ています。2022年度，来年度の予算が3,900万円で
総括コーディネーター500万円と載っています。増
えていないのです。これだけのことをやろうとして
いるのに，総括コーディネーターはずっと一人なの
かということが，私が一番言いたかったことです。
体制整備事業は５年計画でやっていくのだから，最
終年度くらいには総括コーディネーターは１人じゃ
なくて２人か３人にしていかないと駄目で，１人で
この計画を実行するのは無理だと思います。
　その雇用形態は，臨時任用と書かれていますが，
臨時任用であるとはどういうことを意図しているの
ですか。毎年毎年，様子を見ながら続けるかどうか
決めるのが臨時任用という意味だとしたら，これは
やめていただかなくてはいけない。」
　尾崎氏が述べている通り，県の日本語教育を総括
するのが臨時任用のコーディネーター一人では，十
分な支援ができないことは明らかであろう。結局，
表３の７年前の課題については，プレスクール事業
などでいくつかは改善されている兆しはあるもの
の，「あいち地域日本語教育推進センター」の設立
以降も，特に公立学校での学習支援の課題は，現状
の体制からすると，人員・資金の不足から，解決さ
れないと考えられる。

3-4　山積する学習上の多様な課題
　外国籍児童生徒の学習課題には，さらに不就学の
問題もある。文部科学省（2022b）では，全ての外
国人の子供の就学実態の把握と教育機会確保の必要
性から，令和元年度に「外国人の子供の就学状況等
調査」に着手し，令和４年に２回目の結果を公表し
た。それによると，不就学の可能性があると考えら
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しかしながら，これからの将来，地域の労働層を担
う中心的な人材となる児童生徒には，日本国籍・外
国籍に関係なく，学習支援を一層進めていく必要が
ある。高等教育への進学ができず中卒資格しか持た
ない，あるいは不就学や義務教育適齢期を過ぎ学習
機会を逃してしまった外国籍の子どもたちが，この
まま増加すれば，非正規雇用の外国人住民がさらに
増え続け，やがては高齢化した彼らをどう支援する
のか，社会保障の面からも考えなければならない。
将来の医療介護の負担費増大を避けるためにも，県
は将来を見据えて本腰を入れて，学習支援体制をよ
り強化し，教育状況を一刻も早く改善することが求
められる。

４．多文化共生のための異文化間教育

　外国籍の子どもたちが学校に適応するには，周り
の日本人児童生徒の態度意識も大きく影響する。異
文化間の交流活動や異文化理解のための教育は，少
しずつ学校で広がりつつあるものの，そのような取
り組みはさらに拡大・進展させていく必要がある。
　例えば，愛知県生涯学習課（2022）では「ユネス
コスクール活性化事業」として平和や国際的な連携
を実践する学校を支援するため，活動事例集を公開
している。また独立行政法人 JICA 中部（2020）に
おいても，小学校と国内の外国人との交流会などを
実施した報告が記載されている。いずれも内容は，
どちらかというと開発教育や環境教育が多いもの
の，多文化共生や異文化理解の視点を育成するのに
役立つ部分はあろう。但し外国籍の子どもたちのエ
ンパワーメントという視点からも，彼らのアイデン
ティティを肯定する（カミンズ・中島，2021）機会
として，母語文化や母語言語を取り入れた活動を実
践していくことが望まれる。
　今後，学校における多文化共生や異文化間教育を
真に推進するには，外国籍児童生徒や教員だけでな
く，すべての児童生徒の意識向上が重要となる。多
文化共生を目指した学校づくりのためには，横浜市
の飯田北いちょう小学校（菊池，2018）や同潮田小
学校（山脇・服部，2019）の活動事例のような実践
例を県の学校教育課や教育委員会などで集約し，情

れる可能性がある。例えば2017年時点で特別支援学
級在籍率が最も多い市町村では，20％近くにもなっ
ている（毎日新聞取材班，2020）。
　加えて夜間中学の問題もある。文部科学省（2022c）
は，夜間中学を少なくとも各都道府県・指定都市に
１校を設置するように促進しており，2022年現在，
中学校夜間学級（いわゆる夜間中学）は15都道府県
に40校が設置されている。これに関連した法律，「義
務教育の段階における普通教育に相当する教育の機
会の確保等に関する法律」も，2016年（平成28年）
12月に公布されて以来，６年が経過したが，愛知県
には全国で最も外国籍児童生徒数が多いにも関わら
ず，未だに夜間中学は設置されていない＊７。これに
ついて，小島（2020）は，1973年に中学夜間学級は
設立されたものの，夜間中学については，名古屋市
は2019年時点において設置の意向はないと明らかに
している。その背景として名古屋市側の論点とし
て，〇ニーズ調査はしてはいないが現状の夜間学級
で十分機能しているという認識，〇夜間中学のあり
方についての協議会は愛知県などと慎重に進める旨
の合意，〇夜間中学は，公益財団法人愛知県教育ス
ポーツ振興財団が運営し，愛知県は補助，名古屋市
は教員派遣で協力する体制となっている，などが挙
げられている。このように，現状の夜間中学学級で
さえ公的機関が主体ではないため，担当・責任部署
も曖昧になる恐れがある。夜間中学設立までは，
様々な壁があると考えられる。
　外国籍の子どもたちの不就学率や特別支援学級在
籍率が高いということは，学校現場での支援が未だ
十分とは言えない状況であることを明示している。
もちろん，特に愛知県においては，急激な児童生徒
数の増加に支援が追い付いていない状況もあろう。

表４．�主な都道府県の小学校と中学校の外国籍児童
生徒数と特別支援学級人数

愛知県 神奈川 静岡 東京 大阪
小学校 7,169 3,558 2,582 2,053 1,749

特別支援学級 400 115 245 39 117
割合 5.6% 3.2% 9.5% 1.9% 6.7%
中学校 2,826 1,066 947 797 958

特別支援学級 100 53 88 10 32
割合 3.5% 5.0% 9.3% 1.3% 3.3%

※文部科学省(2022a)を元に作成。小学校の在籍人数順に記載。
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小学校とあわせて10人以上いれば複数校に１人配置

し，１校で18人いればその学校に定数により１人配

置，20人になれば２人配置となる。

２． 以下の通りである。「イ　日本語の習得に困難のある

児童については，個々の児童の実態に応じた指導内容

や指導方法の工夫を組織的かつ計画的に行うものとす

る。特に，通級による日本語指導については，教師間

の連携に努め，指導についての計画を個別に作成する

ことなどにより，効果的な指導に努めるものとする」

３． 本稿では神奈川県との比較をしているが，これは神奈

川県には愛知県の次に外国籍児童生徒が多いことと，

以前から外国籍児童生徒の対応に取り組んできたこと

による。

４． 高校の在籍生徒数の中学校の在籍生徒数に対する割合

は，入学時の年齢差もあるため高校進学率とは言えな

いが，人数の差はある程度進学率に繋がると考えられ

る。

５． 住民基本台帳の人数から，①義務教育学校や外国人学

校の在籍数，②不就学として把握している人数，③転

居や出国予定，④就学状況を把握できていない人数を

引いた人数に，再度②と④を足して算出した数となっ

ている。

６．愛知県（2017）の資料による。

７． 本稿の上梓直前に出された愛知県教育委員会（2022）

によると，今後県内に４校の日本語の基礎を学ぶため

の夜間中学設置を検討としているが，別途県内９箇所

に設置の「若者・外国人未来塾」において主に高卒認

定試験合格のための学習支援としているため，これら

夜間中学では中学校レベルの教科内容の学びはできな

い可能性がある。
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注
１． 例えば，小学校１校に５人のみでも同じ市町村の他の



45

地域政策学ジャーナル，第12巻

帰国生徒等に対する2022年度入試の概要」

　 https://www.kikokusha-center.or.jp/shien_ joho/shinga 

ku/kokonyushi/other/2021/2021houkokushoA4.pdf

神奈川県（2022a）「神奈川県公立学校外国につながりのあ

る児童・生徒の在籍状況の推移」（2022年11月取得）

　 https://www.pref.kanagawa.jp/docs/v3p/kokusai/koku 

sai-kyouiku.html

神奈川県（2022b）「公立高校入学のためのガイドブック

（令和５年度版：全10言語）」（2022年11月取得）

　http://www.pref.kanagawa.jp/docs/dc4/nyusen/nyus 

en/nihongobogo.html

菊池聡（2018）『超多国籍学校は今日もにぎやか！』岩波

ジュニア新書

小島祥美（2020）「愛知県における公立夜間中学の必要性

に関する考察─学齢を超過した外国人青少年に向けた学

び直し支援の充実化の視点から─」基礎教育保障学研

究，第４号．

　 https://www.jstage.jst.go.jp/article/jasbel/4/0/4_54/_

article/-char/ja/

ジム・カミンズ・中島和子（2021）『言語マイノリティを

支える教育』明石書店

独立行政法人国際協力機構 JICA 中部（2020）「ひろば

ニュース」（2022年11月取得）

　 https://www.jica.go.jp/nagoya-hiroba/news/2022/index.

html

認定 NPO 法人多文化共生教育ネットワークかながわ

（2022）「多文化教育コーディネーター」（2022年11月取得）

　https://me-net.or.jp/service/coordinate/

文化庁（2019）「日本語教育の推進に関する法律の施行に

ついて」（2022年12月取得）

　https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunka_gyosei/sho 

kan_horei/other/suishin_houritsu/1418260.html

毎日新聞取材班（2020）『にほんでいきる』明石書店

文部科学省（2014a）「学校教育法施行規則の一部を改正す

る省令等の施行について（通知）」（2022年11月取得）

　 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/ 

1341903.htm

文部科学省（2014b）「「特別の教育課程」による日本語指

導の位置付け」（2022年11月取得）

　 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/ 

1341926.htm

愛知県（2019b）「外国につながる子どもたちの進路開拓・

進路応援ガイドブック」（2022年11月取得）

　 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/tabunka/shinro-gide 

book.html

愛知県（2021）「あいち外国人の日本語教育推進会議」（2022

年11月取得）

　 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/tabunka/nihongokyoi 

ku-suishinkaigi.html

愛知県（2022a）「愛知県内の外国人学校に対する調査につ

いて」（2022年11月取得）

　 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/tabunka/buraziruzin 

gakko202101.html

愛知県（2022b）「愛知県内の市町村における外国人住民数

の状況」（2022年11月取得）

　 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/tabunka/gaikokuzinju 

minsu-2022-6.html

愛知県（2022c）「愛知県の外国人児童生徒数の状況」

　 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/tabunka/0000083257.

html（2022年11月取得）

愛知県教育委員会（2022）「定時制・通信制教育アップデー

トプラン（案）」

　 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kotogakko/teitu-up 

date.html

愛知県生涯学習課（2022）「ユネスコスクール活性化事業」

　 https://www.pref.aichi.jp/site/social-education/unesco-

kasseika.html

愛知県多文化共生推進室（2018）資料2-1「外国籍の子ど

もの就学について」（2022年11月取得）

　 https://www.pref.aichi.jp/uploaded/life/259597_884588_

misc.pdf

愛知県多文化共生推進室（2022）資料２「愛知県における

地域日本語教育体制整備事業について」（2022年11月取

得）

　 https://www.pref.aichi.jp/uploaded/life/390338_17149 

09_misc.pdf

NHK（2022）「特別支援学級に外国人の子どもが多い？な

ぜ？」（2022年11月取得）

　 https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220328/k1001355 

2231000.html

外国人生徒・中国帰国生徒等の高校入試を応援する有志の

会（2022）「都道府県立高校における外国人生徒・ 中国



46

文部科学省（2017）「小学校学習指導要領」（平成29年告示）

（2022年11月取得）

　https://www.mext.go.jp/content/1413522_001.pdf

文部科学省（2020）「公立小中学校等の学級編制及び教職

員定数の仕組み」（2022年11月取得）

　 https://www.mext.go.jp/content/20200221-mext_syoto 

02-000005120_5.pdf

文部科学省（2021）「外国人児童生徒等に関する文部科学

省の取組について」（2022年11月取得）

　https://www.moj.go.jp/isa/content/001342224.pdf

文部科学省（2022a）「日本語指導が必要な児童生徒の受入

状況等に関する調査（令和３年度）結果の概要」（2022

年11月取得）

　 https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/31/09/14215 

69_00003.htm

文部科学省（2022b）「外国人の子供の就学状況等調査（令

和３年度）」の結果について」（2022年11月取得）

　 https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/31/09/14215 

68_00002.htm

文部科学省（2022c）「夜間中学の設置促進・充実について」

（2022年11月取得）

　 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/yakn/index.

htm

山脇啓造・服部信雄（2019）『多文化共生の学校づくり』

明石書店


